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●景気の先行き判断の急落 

先日公表された、内閣府「景気ウォッチャー調査」の 18 年 12 月調査の結果によると、現状、先行き判

断ともにＤＩは前月比で低下となった。暖冬による季節商材の売行き不振に加え、米中貿易摩擦による悪

影響などが主因とみられるが、特に目を引くのが先行き判断の

悪化である。 

全国的には3.7ポイント低下、関西は 7.1ポイントの低下と

なったが、これには上記の要因に加えて、消費税率の引上げに

対する不安も挙げられる。2019年 10月の実施が近づく中、こ

こへきて悪影響への懸念が強まる形となった。 

 

●消費増税の影響に対する企業の見方 

今回の 18年 12月調査は、消費増税まで 10か月という時期

にあたるが、前回増税の 10か月前（13年 6月調査）に比べる

と、先行き判断への影響は大きく異なる。 

先行き判断に付されたコメントのうち、消費増税に言及され

た回数は、13年 6月調査が全国で 109回、今回調査が 154回で

あるが、そのうち先行き判断が「良くなる」、「やや良くなる」の

比率は、前回が44.0％に上ったのに対し、今回は26.0％にとど

まる（図表1）。その一方、「やや悪くなる」、「悪くなる」の割合

は、前回の14.7％に対し、今回は 29.9％と高い。 

 これは関西に限っても同じ傾向であり、特に、「やや悪くな

る」、「悪くなる」の割合が、今回は 35.7％と非常に高くなって

いる（図表2）。 

  

●今後の注目点 

 増税の10か月前というタイミングから、駆け込み需要への

期待が高まっている点は前回と同じであるが、今回は増税への

不安も大きくなっている。前回と今回の調査について、それぞ

れのコメントの傾向をみると、その様子がよく分かる。 

つまり、「増税の影響への不安」や「生活防衛意識の高まりへ

の懸念」への言及が、今回調査は前回よりも非常に多い（図表

3）。業種でいえば、特にスーパーやレジャー・外食などからの

言及が目立つ。駆け込み需要が期待できる百貨店や住宅、乗用

車販売などに比べ、生活必需品やサービス関連は、節約志向な

どの消費者の意識に大きく左右される。今回は、足元の消費の

テーマ：高まる消費税率引き上げへの不安 

～前回の増税時に比べて、各企業の感覚に大きな差～ 
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ベースが力強さを欠く状況にあるほか、世界情勢の急変や株安といった環境の変化もあり、不安感が強ま

っていると考えられよう。 

調査の結果に基づけば、今後、駆け込み需要が出てくると同時に、節約志向が強まるという正反対の傾

向が進む。結果として、業界による好不調の差が拡大することになるため、今後の推移には注意が必要とな

ろう。 
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